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１．はじめに 

群馬大学は、2008年から５年間にわたり

科学技術振興機構・社会技術研究開発セン

ター（JST-RISTEX）の｢地域に根ざした脱温

暖化・環境共生社会｣研究開発領域[1,2]にお

いて「地域力による脱温暖化と未来の街－

桐生」というプロジェクトを実施した[3]。こ

のプロジェクトは、地域資源を最大限に活

用して地域の脱温暖化と活性化を同時に実

現することを目指したものである。大学と

地域が一体となり様々な取り組みを行い、

低炭素型の新しい乗り物として低速電動バ

スの開発も行った。また、それを活用した

様々な地域活動が進められ、現在も持続さ

れている。本稿では、このプロジェクトの

成果とその後の地域づくりに与えた効果に

ついて紹介し、地方大学が中心となって産

官学民が協働して地域課題の解決を進めて

いる事例を地域共創マネジメントの視点で

紹介させていただく[4]。 

 

２．「地域力による脱温暖化と未来の街－

桐生」プロジェクト 

2008 年 10 月にスタートしたこのプロジ

ェクトは、脱温暖化の取り組みが、地域の

活性化にもつながることを仮説として設定

し、社会実験を通して明らかにしようとす

るものであった。モデル地域として、群馬

大学理工学府がある桐生市を取り上げた。

当時の桐生市が抱える課題をまとめたもの

が図１である。この図に示した課題は桐生

市だけではなく多くの地方都市に共通の課

題といえる。特に、多くの地方都市でマイ

カー依存型の生活様式が定着し、運輸部門

からの CO2 発生量が高いことが特徴となっ

ている。マイカーの普及は公共交通利用者

の減少にもつながり、自治体の財政悪化も

相まって公共交通サービスの低下を招く結

果となっている。その一方で、公共交通を

必要とする高齢者などのいわゆる交通弱者

にとっては外出の手段を失うことにもなり、

これが地域コミュニティの疲弊にもつなが

っている。また、マイカー移動を前提とし

た郊外型のショッピングモールの登場によ

り、地域のつながりの拠点であった地域商

店街の衰退にもつながっている。このよう

に複数の地域課題は一見個別にも見えるが、

相互に関連している。このような地域の課

題は、現時点においても同様であり解決に

向けた長期的な取り組みが必要である。 

地域の脱温暖化や地域活性化を進めるた

めには、地域全体の将来ビジョンを構想し

て、それを地域の多くの人たちが共有する

必要がある。このためにはプロジェクトマ

ネジメントの視点で地域づくりに取り組ん

でゆくことが重要と考えられる[4]。当時の

プロジェクトにおいては、必ずしもそのよ

うな視点が明確に意識されていたわけでは

ない。しかしながら、この視点で当時の取

り組みを再整理しておくことは、今後の地
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域づくりにおいても極めて有益と考えられ

る。ここでは、まず当時の取り組みを見直

しておく。 

 

２．１．地域の特徴の把握と実施体制の構築 

プロジェクトの初期段階では、まず地域

資源を最大限に活用するために地域の特徴

を把握することからはじめた。また、課題

解決のために多くのステークホルダーが参

加した強い体制づくりを目指した。図２は

地域の特徴をまとめたものである。 

 

  

図１ 地方都市が抱える課題      図２地域の特徴（地域資源）の抽出 

 

地域の特徴の把握は、プロジェクトを進

めるうえで極めて重要な作業であった。地

域の特徴にはその地域の歴史や地勢が関係

している。特に、そこに住む人たちの気質

や人と人の繋がり、地域のキーパーソンの

存在とも関連しているように思われる。地

域プロジェクトが順調に実施できるか否か

は、少なからず地域特性の把握がうまくで

きたかに関わっていると考えられる。桐生

市の場合、戦国時代末期の徳川家康の関東

への領地替えに伴い町建てが行われ、近江

等から多くの商人が呼び寄せられた。近隣

の養蚕が盛んな地域から絹糸を集めて織物

とし、江戸時代を通して絹織物の中心地域

となり、「西の西陣・東の桐生」呼ばれるま

で絹織物産業が定着した。この絹織物産業

の発展には、市内に引き込まれていた水路

が活用され、そこに設置された水車によっ

て撚糸が行われるなど、自然エネルギーの

積極的な利用も行われていた[5,6]。これは明

治期になると我が国の主要産業となり国の

経済を支えるまでになる。これにより現在

の北関東の産業集積地が形成される基盤と

なった。 

図２中の破線は地域の特徴の間の関連性

を示している。上記の歴史は群馬大学理工

学府の前身となる桐生高等染織学校の設立

にも関係している。この設立には当時の織

物産業を支えていた市民が大きな資金を投

じている[7]。これは現在も大学と地域が強

い関係を保っていることと無関係ではない。

大学と地域のつながりが強いことを表す例

として、桐生市には「まちの中に大学があ

り大学の中にまちがある」推進協議会が設

置されている。これらの大学と地域の人た

ちがつながる仕組みが定着していることが、

地域の大きな資源といえる。また、桐生市

は市民活動が盛んな地域である。これも、

もともと絹織物に関わる商人が活躍してき

た都市として発展してきたことと無関係で
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はないように思われる。 

図３はプロジェクトの実施体制である。

自治体、地域企業、交通事業者、商工会議

所、商店連盟、教育機関や民間団体など多

くの機関に参画してもらうことができた。

学内組織としても、当時の工学研究科（現

在は理工学府）と社会情報学部（現在は情

報学部）のほかに複数の研究会や同窓会組

織が参加した。図４は当時作成したプロジ

ェクトに参画してくれた人たちを相関図的

にまとめたものである。立場や所属の異な

る多くの人が参加していた。ここに参加し

ていた人たちとの連携は、プロジェクト終

了後の継続的な地域づくりの取り組みにも

活かされることになった。 

 

  

図３ プロジェクトの実施体制    図４ プロジェクト参加者の相関図 

 

２．２．地域を巻き込むための取り組みと

成果 

実際のプロジェクトでは、まず桐生市が

目指すありたい姿（ビジョン）を構想する

話し合いを行った。その後、ビジョン実現

に向けて必要な複数のテーマを決め、それ

ぞれのワーキンググループを設置して活動

を開始した。ワーキングループの会議や全

体会議等は５年間の合計で 163 回になり、

参加したメンバーは 80 名を超えた。５年間

のアウトリーチ活動は 99 回となり極めて

活発な取り組みが行われた。ここではその

すべてを紹介することはできないが、地域

の木材資源の利活用の仕組みづくりや商店

街との連携、教育委員会と連携して地域の

子供たちを巻き込んだイベント等を実施す

ることができた。また、次の節で紹介する

ように、低炭素型の新しい乗り物として電

動の超小型モビリティを利用した実験や、

低速電動バスの開発も行った。 

子供たちとの連携は、多くの市民に協力

してもらうために大きな力を発揮した。子

供たちが市内の商店や名所を探検し、その

絵を描いたカードを作成して市民や市を訪

れる観光客に配布できるようにした。これ

らの活動は「未来創生塾」と呼ばれる子供

たちとその家族が参加する教育プログラム

にもつながっていった[8]。 

また、地域の新聞メディアと協力して活

動状況を発信することにも注力した。５年

間で新聞やテレビ等のメディアで取り上げ

られた件数は 330 件となった。このような

地域メディアからの情報発信は一般の市民

へのプロジェクトの浸透に大きな効果あっ

たと考えられる。 

 

２．３．低炭素型の次世代モビリティ開発

と地域導入 
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プロジェクトでは、低炭素型の乗り物の

一つとして、ひとり乗りの超小型モビリテ

ィ（マイクロ EV）の活用実験を行った。こ

のマイクロ EV は群馬大学次世代 EV 研究

会に参加している近隣企業約 30 社が共同

開発したものである。プロジェクトでは市

民の日々のマイカーの利用実態を調査し、

平均的な利用距離を把握した。この利用距

離に対して、約 4m2 の太陽光パネルの電力

をマイクロ EV に投入するだけで市内利用

が十分にできるかを調査した（図５）。その

結果、大きな電力を必要としないマイクロ

EV では、比較的小規模の太陽光パネルだけ

でもある程度の市内利用が可能であること

を示すことができた。なお、このマイクロ

EV は国土交通省の「環境対応車を活用した

まちづくりに関する実証実験」のなかでも

活用され、地方都市における超小型モビリ

ティの利活用や駅でのレンタル導入可能性

などの検証にも用いられた。 

また、プロジェクトでは低速電動バスの

開発も行った。この開発のために本プロジ

ェクトだけではなく｢地域に根ざした脱温

暖化・環境共生社会｣研究開発領域に参画し

ていた複数のプロジェクトが集まりタスク

フォースが立ち上げられた。その中で、地

域の脱温暖化や活性化にも貢献し、高齢者

などが気軽に外出できる新しい乗り物の開

発が計画された。その結果、目的地まで早

く移動するための乗り物ではなく、乗り合

わせた乗客が楽しみながら移動できる乗り

物を開発することになった。具体的な設計

コンセプトは以下の通りである。 

・最高時速が 19km の低速な乗り物とす

ること 

・シートは対面式として、車内で会話が

しやすいこと 

・運転手を含めて 10 人乗りの小型のバス

とすること 

・側面の窓をなくし周囲環境との一体感

が感じられること 

・電動で 100V の家庭用電源でも充電で

きること 

このコンセプトを実現するために、駆動

系として上記のマイクロ EV のインホイー

ルモターが使われ、８輪のユニークな低速

電動バス（eCOM-8：愛称 MAYU）が誕生し

た[9,10]。 

  

図５ マイクロ EVの活用試験   図６ 開発された低速電動バス（愛称MAYU） 

この低速電動バスの開発当時は、公道で走

行が可能な低速モビリティが普及していな

かったために、地域導入には様々な課題が

あった。特に、通常の自動車と同じ道路空

間を走行することによる渋滞の発生や安全

性の課題が考えられた。また、市民にこう

いった新しいコンセプトのモビリティが受

け入れられるかといった問題も懸念された。

このような課題は社会の受容性や合意形成

の問題といえ、本プロジェクトの重要な研

 

Solar panels 

Micro-EV 
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究課題となった。これらの社会的受容性や

合意形成に関する手法の構築は、地域づく

りのプロジェクトを成功に導く重要なマネ

ジメント手法といえる。 

低速電動バスの地域導入を行うのにあた

って、プロジェクトでは様々な合意形成の

ための取り組みを行った。図７は市の夏祭

りで行われるパレードに低速電動バスが参

加している様子である。例年、地域の子供

たちに乗車してもらい、多くの市民にバス

のことを知ってもらう機会としている。ま

た，低速電動バスをどのように活用するか

を話し合う市民会議も開催した（図８）。一

般の市民だけでなく市内の小学生や高校生

がそれぞれ議論を行い、アイディアを発表

しあった。このような取り組みの成果もあ

って、低速電動バスの市内導入が進んだ。

このような丁寧な合意形成の取り組みを進

めることで、プロジェクト終了後にも低速

電動バスを用いた様々な事業が立ち上げら

れ、後継プロジェクトも実施することがで

きた。 

 

  
図７ お祭りでの低速電動バス活用   図８ 市民会議でのワークショップ 

 

プロジェクト開始４年目の 2012 年度に

は、市の協力を得て無作為に抽出した市民

10,000 人へのアンケート調査を実施した。

この時の有効回答率は 29.6％となり、対市

民有効回答取得率で 6％に相当する回答が

得られた。このアンケートではプロジェク

トで実施してきたいくつかの取り組みの認

知度調査も行った。その結果では、低速電

動バスを知っていると答えた回答者は

50.6％になり極めて高い値となった。 

 

２．４．プロジェクトの成果とソーシャル

キャピタルの形成 

プロジェクトの終了に当たって得られた

成果の整理と評価を行った。参加者による

様々な議論を行った結果、地域が一体化で

きたことが大きな成果であるとの結論が得

られた。別の言葉で言い換えると社会関係

資本（ソーシャルキャピタル）がプロジェ

クトを通して強化されたと解釈することが

できた。社会関係資本という考え方は、ア

メリカの政治学者ロバート・パットナム[11]

が提案したもので「社会的なつながりとそ

こから生まれる規範と信頼」と解説されて

いる。このプロジェクトでは様々な社会実

験を行ったことで、これまで以上に多くの

人達のつながりが生まれ、信頼関係が出来

上がり、地域が一体となった環境が形成さ

れたといえる。図９はプロジェクトの進展

に伴う社会関係資本の強化をイメージした
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図である。 

また、このロジェクトに参加した人の多

くが単なるボランティア的な発想で関わっ

たものではなく、いわゆる「プロボノ」ある

いはそれに近い感覚で関わっていたことを

指摘したい。「プロボノ」とは、「社会的・

公共的な目的のために、自らの職業を通じ

て培ったスキルや知識を提供するボランテ

ィア活動」とされているが[12]、自分の専門

的な知識を活かしながらプロジェクトに関

わっていた人が多いように思われる。大学

の研究者としての立場での参加についても、

これまでの研究分野とは一致しない研究者

が多く参加した。しかしながら、取り組み

の中で様々な専門的知識を活用し、社会貢

献としての参加だけではなく、自身の研究

分野を広げるように取り組んでいる例が見

られた。これもこのプロジェクトを成功に

導いた大きな要素であると感じられる。 

この社会関係資本が強化されたという成

果に大きな影響を与えた項目を改めて整理

すると、次の７点があげられる。 

(1)地域の特徴を抽出し将来ビジョンと

地域課題を共有できたこと 

(2)多様な参加者による強力な実施体制

が組織でき合意形成ができたこと 

(3)中立的立場の大学がつなぎ役を果た

せたこと 

(4)子供たちを含む多世代が参加した取

り組みとしたこと 

(5)参加者がプロボノとしてプロジェク

トに取り組んだこと 

(6)地域メディアと協力して多くの情報

発信が行えたこと 

(7)低速電動バスのようなプロジェクト

を象徴するものが導入できたこと 

特に、(7)の低速電動バスの存在は、プロジ

ェクト成果の象徴的なものとなり、プロジ

ェクト終了後の様々な取り組みにつながっ

ていった。 

  

図９ 社会関係資本の強化と成果     図 10 低速電動バスの事業化 

プロジェクトの終了は 2013 年 9 月である。

この終了と同時に桐生市が総務省の地域経

済循環創造事業として「低速電動コミュニ

ティバスと桐生市の地域資源を融合させた

『環境観光』の事業展開および該当バスの

活用拡大による地域製造業の活力向上推進

事業」を採択した。この事業により市内に

新たに３台の低速電動バスが導入された

（図 10）。同時に、市内に低速電動バスを

活用した地域づくり企業である㈱桐生再生

が設立された。プロジェクトの最終報告会

とこの新しい事業の発足式を同時に行うこ
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とができ、本格的な低速電動バス事業がス

タートすることになった。これも、プロジ

ェクトの大きな成果といえる。なお、新た

に製作された３台の低速電動バスの名前を

地域の小学生から募集し、命名式も発足式

の中で行われた。 

 

３．地域づくりのための継続プロジェクト 

上記のようなプロジェクトが基盤となり、

その後も複数のプロジェクトを実施するこ

とができた。以下にそのいくつかを紹介す

る。 

 

３．１．統合実装プロジェクト「創発的地

域づくりによる脱温暖化」 

2014 年 4 月から 2017 年 3 月にかけて、

科学技術振興機構・社会技術研究開発セン

ター（JST-RISTEX）の成果統合型実装プロジ

ェクト「創発的地域づくりによる脱温暖化」

を実施した[13-15]。このプロジェクトは、JST-

RISTEXの｢地域に根ざした脱温暖化・環境共

生社会｣研究開発領域に参画した複数のプ

ロジェクトの成果を統合してパッケージ化

し、さらに多くの地域に普及させるための

仕組みづくりを進めるものであった。この

事業では群馬大学、早稲田大学、龍谷大学、

大阪市立大学などの複数大学が参画した。

この中で、低速電動バスの活用ノウハウに

関するパッケージも構築された。また、そ

れらを利用するためのプラットフォームも

整備された。この事業がその後の低速電動

バスの地域実装と様々な地域への普及に大

きな役割を果たしたといえる。 

 

３．２．W-BRIDGE の支援による低速電動バ

スの地域実装 

早稲田大学・株式会社ブリヂストン連携

事業 W-BRIDGE の支援により「Within one 

mile の交通に着目した条件不利地域の公

共交通維持モデルの構築」プロジェクトを

2017年 7月から 2019年 6月に、さらに「条

件不利地域のコミュニティに新しい価値を

生み出す公共交通維持モデルの構築」とし

たプロジェクトを 2019 年 7 月から 2020 年

6月にかけて実施することができた[16,17]。 

これらのプロジェクトでは、１次交通の

末端としての３次交通や Last one mile の

交通という発想ではなく、利用者のコミュ

ニティが求めている価値を最大限発揮でき

る「巡る交通」すなわち「Within one mile

の交通」の概念を提唱した。さらに、地域の

共通財産（コモンズ）としての公共交通と

なるような取り組みとすることにした。特

に、公共交通を必要とするコミュニティサ

イズを見極め、意思決定が素早く反映でき

る仕組みの構築、コミュニティ自らが公共

交通を設計できる仕組みづくりを目指した。

さらに、移動だけではない価値として利用

者の健康増進や QOL の向上などを重視した。

2018年 7月から実施した研究では地域住民

が公共交通を活用することで健康増進に寄

与できることに注目した実証的研究も行っ

た。その結果に関しては東京家政学院大学

江川賢一教授の寄稿を参照されたい。この

W-BRIDGEプロジェクトの成果もその後の地

域での展開につながる大きな成果となった。 

 

３．３．国土交通省「グリーンスローモビ

リティ」 

上記のように低速電動バスを活用した

様々な取り組みを継続して行ってきた。

2018 年には国土交通省が、４人乗り以上、

最高時速 19km の公道走行が可能な電動車

両をグリーンスローモビリティとして全国

に普及させる取り組みを開始した[18]。この

グリーンスローモビリティにはゴルフカー

ト型の車両や低速電動バス eCOM シリーズ

が認定されることになった。これにより、

低速電動バスも様々な地域に導入されてい

った。導入に当たって多くの自治体が桐生
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市の運行事例の視察に訪れた。この際、こ

れまでに積み上げてきた様々な運行ノウハ

ウを提供することができた。視察では、多

くの自治体が乗って楽しいや会話が弾む、

乗り合わせた人と人のつながりが強くなる

など、低速電動バスが提供する新しい価値
[19-21]に注目していることが感じられた。図

11はこれらの低速電動バスが生み出す新し

い価値をまとめたものである[22]。 

なお、2016 年 12 月には群馬大学に次世

代モビリティ社会実装研究センター

（CRANTS）が設置された。このセンターは

主に自動運転技術の社会実装を目指す組織

として設立されたが、2018年にはグリーン

スローモビリティの普及に対応して、低速

モビリティ部門が設置された。 

 

図 11 低速電動バスがもたらす価値（文献 22 を参考に作成） 

 

３．４．文部科学省 DESIGN-i 事業による地

域課題の解決に向けた取り組み 

桐生市と群馬大学は、文部科学省のイノ

ベーションシステム整備事業・科学技術イ

ノベーションによる地域社会課題解決

（DESIGN-i）に共同で応募し、「次世代モビ

リティの導入による持続可能な地方都市モ

デルの構築」プロジェクトを実施した。こ

の事業は、地域が抱える課題を科学技術イ

ノベーションで解決しようとする試みに、

文部科学省が支援を行うものであった。こ

のプロジェクトでは、高齢化に伴う地域コ

ミュニティの疲弊や高齢者の免許返納問題

などの地域課題を解決するために次世代モ

ビリティを活用することを提案した。この

ために、低速電動バス（スローモビリティ）

以外に超小型 EV（ナローモビリティ）と自

動運転椅子（ムービングチェア）の３種類

の次世代モビリティを導入することにした

（図 12）。 

研究の進め方としては、新しい乗り物が

地域に導入されることで暮らしの足が確保

でき、外出や社会参加が可能になることが

期待できるという仮説を立て、社会実験に

よってそれを検証する方式が取られた（図

13）。また、最終的になりたい地域の未来像

（ビジョン）を設定し、それを実現するた

めにバックキャスティング的にマイルスト

ーンを置いて検証を進める必要があった。

高齢地域に住む多くの住民はマイカーの運

転ができなくなると同時に、外出のための

移動手段を失ってしまうことになり、家の

中に閉じこもりがちになることで，QOL が

低下してしまう。マイカーを手放しても何

らかの形で外出ができ、お店の人や近所の

人たちと楽しい会話ができるような仕組み

が構築されることで、健康維持が可能にな

ることを目標とした。事業期間は 2020年度
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のみであったが、2030 年までに目標を達成

することとし、現在も取り組みを続けてい

る。また、これら一連の取り組みに対して、

桐生市では「ゆっくりズムのまち桐生」を

宣言するなど、プロジェクト成果が地域の

政策にも反映されている。 

  

図 12 様々な次世代モビリティの導入    図 13 仮説検証型のプロジェクト 

 

この DESIGN-i 事業を通して得られた大

きな成果として、地域の社会福祉協議会と

の強い連携が構築されたことがあげられる。

プロジェクトの開始と同時に「桐生市社会

福祉協議会第 14 支部次世代モビリティ協

議部会」という協議会が地域の民生委員・

児童委員らの手で立ち上げられ、この協議

会が中心となりスローモビリティの運行に

向けた取り組みを模索している。 

 

４．まとめと今後の取り組み 

これまで示してきたように、2008年に開

始された「地域力による脱温暖化と未来の

街－桐生」のプロジェクトから、すでに 10

数年の歳月が経過した。地域の大幅な脱温

暖化や地域課題を解決して活性化を進める

取り組みが、現在も続けられている。現在

は低速電動バスが走行可能な道路条件を明

確にするとともに地域活性化を実現できる

モデル構築を目標として「スローモビリテ

ィの社会実装試験に基づいた地方都市活性

化モデルの構築に関する学際的研究」を高

橋産業経済研究財団の援助を受けて実施し

ている。上述したように、地域の住民が今

後運行に関わる場合には様々な法的な課題

を解決するとともに、安全な運行ルートの

設計を行ってゆくことが必要不可欠である。

そのためには、低速電動バスという新しい

モビリティが走行可能な道路条件を明らか

にすることや、走行ルートを利用する住民

の合意形成などを一層進める必要がある。

今後はプロジェクトマネジメントの手法に

基づいた視点を導入し[2,4,16,24]、より有効な

成果が得られるような取り組みを行ってい

きたい。 
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